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                                          参考資料１ 

「各保育施設の設備等の基準」 

区 分 

認 可 認可外 

認可保育所 

地域型保育事業 

企業主導型保育事業 
その他 

認可外保育施設 
事業所内保育事業 小規模保育事業 

家庭的保育事業 
保育所型 小規模型 Ａ型 Ｂ型 Ｃ型 

対象児童 ０～５歳児 ０～２歳児 ０～５歳児 

定員 20人以上 ６～19人 6～10 人 ５人以下 ６人以上 １人以上 

職員配置 

基準 

０歳児 3：1  １・２歳児 6：1   

３歳児 15：1  ４・５歳児 25：1（※R６年度から改定） 

０歳児 3：1  １・２歳児 6：1   

３歳児 20：1  ４・５歳児 30：1  

定員 90 人
以下の場合 
＋１人 

最低２人 
以上 上記に加え＋１人 

・０～２歳児３人につき 
家庭的保育者１人を配置 
・家庭的保育補助者を置く場合
は、０～２歳児５人につき家庭的
保育者１人及び 
家庭的保育補助者１人を配置 

上記に加え＋１人 
児童が６人以上の場合
２人を下回ることはで
きない 

 
配置基

準上の

従事者 

保育士 

保育士、 

保育 

従事者 

※1/2 

以上は 

保育士 

保育士 保育士、 

保育 

従事者 

※1/2

以上は

保育士 

家庭的保育者 
家庭的保育補助者 

保育士、保育従事者 
※1/2以上は保育士 

20人以上は 3/4以上 

保育士、看護師、
准看護師、その他
※1/3以上は 

有資格者 

保育を行う

場所の基準 

0・1歳児 3.3㎡/人 

※市基準 

2歳以上児 1.98㎡/人 

0～2 歳児  

3.3 ㎡/人 

0～2歳児 3.3㎡/人 
※但し、最低 9.9 ㎡以上 

0・1歳児  3.3㎡/人 

※定員20人以上の場合 

乳児室 1.65㎡/人 

2歳以上児 1.98㎡/人  

0～5歳児 1.65㎡ 

乳児室は区画が必要 

屋外遊戯場 2歳以上児 3.3㎡以上/人 ※付近の代替地可 規定なし 

給食の提供 自園調理 原則自園調理 
規定なし 
自園調理、外部搬入、仕

出し弁当、弁当持参など 
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参考資料２ 

保育士等の処遇改善に関する制度 
 

１ 保育士の給与水準と他の産業との比較（国調査） 

・令和５年度賃金構造基本統計調査（本俸＋諸手当＋賞与）  

 （※厚労省調査）  企業規模 10～99人、常勤 

 保育士  約 32万 3千円 /月（9.2年）    

  全職種  約 34万 4千円 /月（11.3年）      

・福岡市の場合（令和５年度） 

保育士  約 33万円 /月（6.5年）） ※福岡市へ提出された報告書をもとに試算 
 

２ 保育士等への処遇改善の内容 

（１）公定価格（国）による処遇改善                                  

 ・平成 25年度～令和６年度の 12年間で 

①  月額約 11万 3千円の改善 

② 上記に加え技能・経験に応じて月額最大 4万円の改善 
  
（２）福岡市独自による処遇改善                                 

・福岡市保育協会補助金において、職員処遇改善費として次の助成を実施 

 ＜初任給調整措置費＞ 

勤続年数が短い保育士に対し、学歴、勤続年数に応じて月額 1人あたり 900円～5,300円を助成 

＜勤続手当＞ 

勤続年数に応じて月額 1人あたり 1,000円～12,000円を助成 
 

３ 正規保育士に対する家賃の一部や奨学金返済支援 ※福岡市独自 

（１）保育士家賃助成事業補助金     令和７年度予算額 3億 526万円 

  対象者：賃借人として賃貸借契約を締結している正規雇用の保育士 

助成額（上限）：月額１万円 

  補助期間：定めなし 
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（２）保育士奨学金返済支援事業補助金  令和７年度予算額 1億 1,684万円 

対象者：奨学金を利用し保育士資格を取得し、現在、奨学金の返還を行っている 

正規雇用の保育士 

  助成額（上限）：大卒の場合 1.5万円、短大等卒の場合１万円 

  補助期間：奨学金の返済期間の２分の１までの間 

（20年の返還期間の場合、１年目から 10年目まで）  
 

４ 保育支援者配置費用の助成（保育体制強化事業）※国事業 令和 7年度予算額 4億 35万円 

 ・保育士の負担を軽減し、保育士が働きやすい職場環境を整えるため、園外活動時の見守りや遊具の消毒などの保育に係る周辺業務を

行う保育支援者の配置に要する費用の一部について、令和２年度より助成 

助成額（上限）：1施設当たり月額 19万円 
 

５ 保育所等におけるＩＣＴ化推進等事業 ※国事業 令和７年度予算額 5,182万円 

 ・保育業務におけるＩＣＴ化に係るシステムや事故防止機器、外国人保護者等との意思疎通に係る翻訳機等の導入費用の助成を実施 

  （助成額：1施設あたり上限） 

① 業務のＩＣＴ化を行うためのシステムの導入に係る補助    97万 5千円 

② 通訳や翻訳のための機器の導入に係る補助          11万 2千円 

③ 睡眠中の事故防止対策に必要な機器の導入に係る補助      37万 5千円 

④ ICT を活用した子どもの見守りに必要な機器の導入に係る補助  15万円 

⑤ 保育の振り返り等の業務を行うスペース（ノンコンタクトタイムスペース）設置に必要な改修等に係る補助 10万円 

⑥ 性被害防止対策に必要な設備の導入に係る補助        7万 5千円 
 

６ 保育補助者雇用費助成事業 ※国事業  令和７年度予算額 3億 2,024万円 

 ・保育士の負担軽減と潜在保育士の職場復帰の促進を図るため、保育所等に対し、保育補助者の雇用費を令和６年度より助成 

助成額（上限）：１施設あたり 195万 3千円～651万円（施設規模等による） 
 

７ 臨床心理士等による保育所等巡回支援事業  令和７年度予算額  406万円 

・臨床心理士・公認心理師が保育所等への訪問し、カウンセリングや相談等への対応を行うことで、保育士の精神的な負担軽減を図

る事業を令和７年度から実施 
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国の公定価格における「保育士等の処遇改善の推移」 ※出典：こども家庭庁ホームページ 
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